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　千葉大学人文社会科学研究科では、2004 年から 2008 年にかけて 21 世紀
COE「持続可能な福祉社会に向けた公共研究拠点」を運営し、その後も 2009
年から 2012 年にかけて学内研究プロジェクト「環境制約・人口減少下のコミュ
ニティ形成」を継続してきた。これらの研究成果は本誌『公共研究』の刊行に
結実し、『公共研究』は学内外から公共研究に関する諸論考が寄稿される機関
誌に成長している。
　2006 年には、文学研究科、社会科学研究科、社会文化科学研究科を改組して、
千葉大学人文社会科学研究科を設置し、その前期課程と後期課程のそれぞれに
「公共研究専攻」を設置した。2014 年 2 月には、「千葉大学公共学会」が設立され、
『公共研究』は公共学会の機関誌として位置づけられることとなった。
　『公共研究』10 周年記念特集に際して、これまでの「公共研究」の進展をと
りまとめるとともに、公共研究の現代的な役割について改めて論ずることとし
たい。
1 ．千葉大学における「公共研究」の進展
⑴　21世紀COE「持続可能な福祉社会に向けた公共研究拠点」
　雑誌『公共研究』の第一号は、21 世紀 COE「持続可能な福祉社会に向けた
公共研究拠点」（拠点リーダー：広井良典教授）（以下「21 世紀 COE プロジェ
クト」という。）の成果物として、2004 年 12 月に刊行された。
　この研究拠点は、人口減少、高齢社会、地球温暖化などに直面する現在、経
済成長を前提とする社会制度を早急に切り替え、成長を前提としない「持続可
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能な福祉社会」を実現することが必要であるという認識にたって、以下の三つ
の革新的な機軸を備えるものであった。第一に、「福祉（社会保障）政策と環
境政策の統合」である。これまで別個に研究されてきた二領域を統合して、「持
続可能な福祉社会」のモデルを構想していくものである。第二に、「哲学的・
思想的研究と経験的・実証的研究の融合を通じた公共研究の確立」である。公
共研究は、あるべき公共の姿を示す規範的哲学的研究、オルタナティブな社会
モデルを歴史的・国際的に探求する経験的歴史的研究、課題の解決策を提言
する政策研究からなる。第三に、「市民社会との直接的な対話・交流」である。
大学と NPO・NGO 等との新しい連携・研究拠点モデルを構築し、それを通
じた新たな学問のあり方の創造を目指す。
　このプログラムの採択理由には、「日本の将来を見据えた上での、意欲的・
挑戦的な拠点形成計画である。特に、持続可能な福祉社会のモデルの構想・公
共研究・市民社会との対話の三者を有機的に統合して拠点形成を進めようとし
ている点が、革新的学術分野と呼ぶにふさわしい。さらに、今日的問題に、理
論と実践の両面から取り組む姿勢がみられ、世界水準の拠点形成に向けた努力
が感じられる」とコメントが付され、その革新性が高く評価された。
　『公共研究』創刊号においては、拠点リーダーの広井教授から、上記に紹介
した、三つの革新的な機軸が紹介されるとともに、『公共研究』が重視すべき
点として、以下の三つが指摘された1。第一に、理論研究と政策研究の融合で
ある。第二に、批判のみならず積極的な提言・発信を行う研究スタイルの確立
である。第三に、学問研究の内容及びプロセスにおける多様な主体の参加であ
る。これらの方針に従って、『公共研究』は、研究論文のみならず、さまざま
な実践活動の紹介・報告にも紙幅を割く形で編集していくこととなった。
　21 世紀 COE プロジェクトは、2004 年度から 2008 年度までの 5 年間継続
され、この間、『公共研究』は、1 年目に 2 冊、2 年目から 5 年目までは年間
4 冊、延べ 18 冊刊行された。また、英文ジャーナル International Journal of 
1 広井良典（2004）pp. 7-8
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Public Affairs も 5 冊刊行された。また、21 世紀 COE プロジェクトには、プ
ロジェクト事務局として「公共研究センター」が置かれ、このセンターがこれ
らの雑誌の発行主体となった。
　これらの研究を通じて、「持続可能な福祉社会」という 21 世紀型社会の方
向性が明確になった。具体的には、「持続可能な福祉社会」のガバナンスにつ
いて、持続可能な経済規模と公正な所得分配は市場を通じた価格調整のみで確
保することが困難であること、公共的市民に開かれた形でルールづくりを進め
る政府と人間の生活や環境が可視的で環境・福祉への配慮が行われやすいコ
ミュニティの役割を強化することが必要であること、環境と福祉の観点からの
要請が活かされるように市場のルールを再構築する必要があることという三つ
の認識が共通のものとなった。そして、この認識に沿って、図 1のように各
研究者によって活発に研究が行われた。国際連帯税の提案2、地域の再生可能
エネルギー導入の指標としての「永続地帯」研究3、市民とともに法案づくり
を進める「法案作成講座」4 も 21 世紀 COE プロジェクトの成果といえる。
　また、コミュニティを中心とする公共がもたらす市場外的な判断をふまえて、
所得分配の公正さと経済規模の持続可能性を確保しつつ、市場が効率的に資源
配分する社会を形成するという方向性、グローバル化する社会においてコミュ
ニティの力が希薄になっている状況に対して、補完性原理に基づく地域からの
「公共の組み直し」が必要であるという方向性が共有された（図 2）5。
2 21 世紀 COE プロジェクトのフェローであった上村雄彦氏（現・横浜市立大学教授）
がこの分野での日本国内でのリーダー的存在となっている。上村雄彦（2009）
3 市町村別の再生エネルギー供給量と地域的エネルギー需要量を把握するプロジェ
クト。21 世紀 COE プロジェクト終了後も、千葉大学倉阪研究室と NPO 法人環境エ
ネルギー政策研究所（ISEP）が共同研究を続けている。成果物は、永続地帯研究会
編著（2013）、http://sustainable-zone.org/　参照。
4 毎年 11 月から 12 月にかけて、テーマを決めて関連する NPO、研究者、院生など
に呼びかけて、一本ずつ法案を作成する自主講座。2004 年から開始し、2013 年に第
9 期を終えた。成果物は、http://homepage3.nifty.com/kurasaka/　に掲載している。
5 COE 全体の研究成果は、勁草書房から 4 巻本のシリーズ「持続可能な福祉社会へ：
公共性の視座から」として刊行された。広井良典、小林正弥編著（2010）、倉阪秀史
編著（2010）、安孫子誠男、水島治郎編著（2010）、柳澤悠、栗田禎子編著（2012）
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図 2　コミュニティを機軸とした今後の社会の構想
図 1　21 世紀 COE「持続可能な福祉社会に向けた公共研究拠点」に
おける研究内容
（出典）筆者作成。以下も同じ。
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⑵　千葉大学スタートアップCOE「環境制約・人口減少下のコミュニティ形成」
　21 世紀 COE は 2008 年度で終了したが、このプロジェクトを継承するもの
として、2009 年度から 2012 年度まで、千葉大学スタートアップ COE「環境
制約・人口減少下のコミュニティ形成」というプロジェクト（以下「スタート
アップ COE プロジェクト」という。）が行われた。これは、千葉大学内での
全学的資金の手当てを受けて実施されたもので、プロジェクトリーダーは倉阪
である。雑誌『公共研究』は、このプロジェクトの資金をもって、年間 1 冊
の刊行という形で刊行が継続されることとなった。
　スタートアップ COE プロジェクトは、文理融合型の研究チームで進められ
た。すなわち、人文社会科学研究科から、倉阪のほか、広井良典、大石亜希子
の 2 名が参加し、工学研究科から、岡部明子、宮脇勝の 2 名が参加した。
　このプロジェクトでは、図 2におけるローカルレベルに視点を置き、すで
に 1980 年代から人口減少にさしかかっている千葉県の南房総地区に注目して、
ローカルな持続可能性をどのように確保していくのかという課題に取り組むこ
ととなった。
　このプロジェクトの最終成果物6 においては、地域の持続可能性を支える人
的資本、人工資本、自然資本、社会関係資本という 4 つの資本に着目し、そ
の資本ストックを地域が主導的にメンテナンスすることが必要であることが述
べられた。そして、人口が減少する中でも健全な資本ストックを豊かに享受で
きる社会という新しい社会の発展の方向性が示された。その実現のために、各
地方自治体が、4 つの資本ストックが地域にどれだけ存在するかについて「た
なおろし」をするとともに、一人当たりの健全な資本ストックなどの目標設定
ができるよう、4 資本ストックの量と質を把握できる「地域持続可能性指標」
の開発が必要であることが指摘された。
　スタートアップ COE プロジェクトは 2012 年度で終了したが、地域持続可
能性指標づくりの作業は、2012 年度から 2014 年度の 3 カ年の計画で行われ
6 倉阪秀史・大石亜希子・広井良典・岡部明子・宮脇勝（2012）
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ている環境省委託調査7 の一環として、継続して進めているところである。
⑶　千葉大学における公共学教育の進展と「公共学会」の設立
　以上のように、21世紀COEプロジェクトからスタートアップCOEプロジェ
クトに、成長を前提としない「持続可能な福祉社会」の実現に向けた研究が引
き継がれ、2004 年から 10 年間にわたって継続して『公共研究』を刊行して
きたところである。そして、2014 年 2 月には、「千葉大学公共学会」が設立さ
れることとなり、雑誌『公共研究』は「千葉大学公共学会」の機関誌として位
置づけなおされることとなった。
　この経緯を説明する前提として、千葉大学における公共学教育の進展に触
れておく必要がある。千葉大学では、2006 年に文学研究科（修士課程）、社会
科学研究科（修士課程）、社会文化科学研究科（後期 3 年博士課程）を改組し
て、大学院人文社会科学研究科（博士前期・後期課程）が設置された。その際
に、核となったのが、博士前期課程と後期課程に設置された公共研究専攻であ
る。この専攻は、文学研究科と社会科学研究科を融合させる専攻として、21
世紀 COE プロジェクトの研究メンバーを核として設けられた。
　公共研究専攻では、わが国で初めての学位である「修士（公共学）」と「博
士（公共学）」を授与している。人文社会科学研究科設置計画書には、「公共研
7 環境経済の政策研究「地域内外の影響を考慮した環境・経済・社会の評価指標と
測定手法の開発」（研究代表者：栗島英明芝浦工業大学准教授）
図 3　四つの資本ストックの「たなお
ろし」
図 4　四つの資本ストックに即した持続
期の地域政策指標
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究は、一般的な概念としては、公共性に関わる研究一般を指すのに対し、哲学・
思想研究や歴史・文化研究といった基礎的公共研究と、具体的な課題研究や方
法論研究と言った実践的公共研究の双方を修める公共研究を、とくに『公共学』
と呼び、そのような研究には『公共学』の学位を与えることを可能とする」と
述べ、「『公共学』の学位の取得者は、哲学的・歴史的・文化的なバックボーン
を得て、市民社会と直接かかわり、新しい公共のあり方を発信できる人材であ
る」と説明されている8。
　2007 年から 2009 年には、組織的な大学院教育改革推進プログラム「実践
的公共学実質化のための教育プログラム」を実施し、公共学教育の充実に努め
てきた。このプログラムでは、①地域社会・国際社会との回路を開き、社会と
連携・協働しながら実践的に公共学を構想していくことを目的とするインター
ンシップ型の教育プログラムである「実践的公共学応用プログラム」、②カリ
キュラムとしての「人文社会科学リサーチ方法基礎論」と「リサーチ・プロジェ
クト」という二つの段階によって構成される「人文社会科学基礎的リサーチプ
ログラム」、③論文作成指導・PC 支援などを行う「留学生支援室」の設置、④「サ
テライト教室」（田町）を活用した社会人教育、⑤海外研究機関から招聘した
客員教員による講義や国際研究発表の技法を教育する科目の開講など「国際化
推進プログラム」を実施してきた。これらについては、助成期間終了後も継続
して行われている。
　2012 年には、21 世紀 COE プロジェクト終了後、その組織上の位置づけが
あいまいになっていた「公共研究センター」を、人文社会科学研究科の研究セ
ンターとして公的に位置づけることとなった。その際、「地球環境福祉研究セ
ンター」を正式名称とし、「公共研究センター」はその通称とすることとなっ
た（センター長：小林正弥教授）。
　公共研究専攻の中でも社会科学系のカリキュラムを提供する教員は、政治学、
政策学、社会経済学の各分野にまたがり、学部レベルでは、法経学部の 3 学科、
8 「千葉大学大学院人文社会科学研究科設置計画書」
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すなわち法学科、総合政策学科、経済学科に分散していた。2014 年 4 月から、
法経学部が法政経学部に改組されることとなり、法経学部の 3 学科は法政経
学部法政経学科に統合され、法学コース、政治学・政策学コース、経済学コース、
経営・会計系コースの 4 コースを提供することとなった。このとき、21 世紀
COE プロジェクトのコアメンバーは、政治学・政策学コースに集結すること
となった。ここに至って、社会科学系においては、学部から大学院までを通じ
た一貫した公共学教育を実施できる体制が整ったと言える。
　従来、総合政策学科に所属する教員を正会員として、千葉大学総合政策学会
が置かれていたが、2014 年 2 月に、政治学関係の教員を含めた公共研究の拠
点となるよう「千葉大学公共学会」に名称を変更した。「千葉大学公共学会」は、
その事務局を「地球環境福祉研究センター」に置き、学部―大学院の壁を越え
た形で運用していくこととなった。そして、雑誌『公共研究』を「千葉大学公
共学会」の機関誌として位置づけることとしたのである。
2 ．「公共学」の現代的な役割
⑴　「あるべき状況」をどのように認識するか
　以上のように、千葉大学において「公共研究」が進展し、「公共学会」の設
立に至ったのであるが、ここで、今一度、公共学の目指すべきところを整理し
てみたい。
　先に述べたように、「公共学」は、「哲学・思想研究や歴史・文化研究といっ
た基礎的公共研究と、具体的な課題研究や方法論研究と言った実践的公共研究
の双方を修める公共研究」である。
　まず、基礎的公共研究と実践的公共研究の統合、つまり、思想と政策の統合
はなぜ必要なのだろうか。倉阪（2012）では、政策とは、「社会的な課題の解
決のために制度を変えようとする活動」であると定義した9。また、制度とは、「言
語、慣習、約束ごと、契約、規則、法律など、複数の個人によって相互に共有
9 倉阪秀史（2012）p. 5
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された認識基盤」であると述べた。制度が存在することによって社会生活の安
定性が保たれることになる。
　さて、政策を実施するためには、どのような状態をもって社会的な課題が解
決されたとするのか、を認識しておく必要がある。あるべき状況の認識なしに、
政策を実施することはできない。
　あるべき状況の認識を与えるディシプリンの一つが経済学である。経済学に
おいては、他の人の状態を悪化させることなく、ある人の状態を改善すること
がもはやできない状態を望ましい状態であると考えた。この考え方がパレート
最適の考え方である。独占や情報の非対称性や外部性が存在せず、市場がその
機能を十分に発揮することができれば、パレート最適が実現でき、社会的厚生
が最大化されると考えたのである。このことから、独占の禁止、誇大公告など
の禁止、外部不経済の内部化などの政策が導かれていった。
　この経済学のディシプリンは、現状の技術や選好・判断基準を前提としつつ、
過去のトレンドを延長する形で今後の状況を探るフォアキャスティングの手法
といえる。経済モデルにおいて将来予測を行う場合には、過去の統計データな
どから技術水準や選好のトレンドを把握し、モデルに組み込むこととなる。こ
のような経済学的発想は、技術や嗜好が固定的な時間的視野においては、十分
に威力を発揮する。
　しかし、すべての社会的課題が経済学のディシプリンに適するとは言えない。
第一に、パレート最適基準は、分配の不公正さを取り扱うことができない。ひ
とりの大富豪に富が集中している場合であっても、この富豪の状態を悪化させ
ることとなる富の再分配案は、パレート最適基準に反することとなる。第二に、
技術革新が見込まれる時間的範囲や人々の選好が大きく変化しうる時間的範囲
を経済学の考え方で取り扱うことは、適切ではない。なかでも、世代間の衡平
の問題については、評価する主体が変わってしまうことから、経済学で取り扱
うことは難しい。第三に、何をもって「悪化」や「改善」と捉えるのかが大き
く異なる多様な文化・文明に関わりのある空間的な視野の問題を取り扱うこと
にも限界がある。このように、分配の不公正さにかかわる問題、技術も選好も
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変わりうる長期的な時間的視野の問題や、多様な文化・文明に関わりのあるグ
ローバルな空間的視野の課題については、経済学のディシプリンを用いて「あ
るべき状況」の認識を行うことは適切ではない。
　たとえば、今後 50 年間にわたるエネルギー供給のあり方を考えるといった
超長期におよぶ政策課題を検討する場合に、現在の技術やライフスタイルを前
提としたフォアキャスティング手法を採用すると、重大なバイアスを発生させ
てしまう。20 年以上先に実用化されることを見越して、どのような技術開発
に資金を集中させるのか、どのようなライフスタイルを促進すべきなのかと
いった視点は、経済学的な発想では取り扱いにくい。
　このような課題にこそ「公共学」の存在意義が見いだせる。人文社会科学研
究科設置計画書には、「環境・福祉・平和・経済（ビジネス・エシックなど）・
世代間倫理・生命倫理・地球的倫理・ジェンダーなどの新しい問題は、既存の
専門分野の枠の中だけでは十分な議論が展開できない。これらの研究において
は思想や倫理と政策研究の双方の知識が求められるから、基礎的研究と実践的
研究という観点に立脚した学問が有用である」とされている10。ここで掲げら
れている分野は、まさに経済学のディシプリンで取り扱いにくい分野なのであ
る。
⑵　バックキャスティング型の思考とその留意点
　公共学のディシプリンは、多角的で複数のシナリオや可能性を検討して、公
共的対話や熟議を踏まえてあるべき世界像を設定し、それを実現するための政
策を考えるというバックキャスティングの手法である。
　これは、以下のような手順からなる。まず、人口・エネルギー資源・食糧・
廃棄物・自然環境といった実物面に関する自然科学的知見を踏まえつつ、将来
を予測する。次に、熟議によって将来到達すべき社会像を設定する。そして、
その社会像を実現するために、どのような政策が必要かを検討する。
10 前注 8 に同じ。
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　バックキャスティング型の政策形成に当たっては、以下の三点に留意しなけ
ればならない。
　第一に、人口、エネルギー、資源、環境といった社会を支える実物的な側面
に関する自然科学的な知見や技術的な知見を十分に踏まえることである。エネ
ルギー問題をとっても、シェールガスやメタンハイドレイトのような新しい化
石エネルギーの評価、高速増殖炉や核融合など核技術の評価、再生可能エネル
ギー技術の評価、蓄エネルギー技術の評価、地球温暖化の評価などさまざまな
知見の内容によって、将来の見通しが変わってくる。
　第二に、将来の不確実性の存在を認識し、最悪のシナリオを回避するという
予防原則を適用した意思決定を行うことである。自然科学的予測も技術的な見
通しも確実なものではない。そのような中で、科学的な不確実性を、行動しな
いことのいいわけにすべきではなく、重大で不可逆的な悪影響を回避するとい
う観点で行動すべきということが、予防原則の内容である。
　第三に、公共的対話や熟議のプロセスを経ることである。熟議のプロセスと
は、参加者の意思決定構造が変化することをつうじて、社会的な合意に近づく
プロセスである。熟議のプロセスでは、以下の三点によって、参加者の意思決
定構造が変化する可能性がある11。
　第一に、課題設定の視野が揃うことである。揃えるべき視野には、時間的視
野と空間的視野がある。時間的視野とは、どの程度の将来のことまで考えて意
思決定を行うかということである。空間的視野とは、どの程度の他者のことま
で自分の問題として捉えて意思決定を行うかということである。合意形成プ
ロセスに参加する中で、近視眼的であった主体は、将来の予測に関する情報や、
困難に直面する他の主体の状況に関する情報を知ることによって、その時間的
視野と空間的視野を広げていくことになる。一方、理想論に偏っていた主体は、
足下の状況を認識することによって、その時間的視野と空間的視野の欠落を
補っていく。このようにして、課題設定のフレームが揃っていく。
11 倉阪秀史（2012）第 9 講に参加型合意形成プロセスの意義について取りまとめて
いる。
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　第二に、課題解決に関する判断基準が変化することである。どのような状態
であれば課題が解決されたことになるのかという判断基準は客観的に与えられ
るものではない。関係者それぞれの価値観によって主観的に決められる。そし
て、関係者の価値観は公開のコミュニケーションの中で変化し、依拠すべき判
断基準が育てられていくこととなろう。
　第三に、課題解決に関連する情報を共有することである。合意形成プロセス
において、解決すべき社会的課題の内容に関する情報、関連する技術的情報、
関係者の利害の状況に関する情報、関係法規制などの制度的情報、費用や便益
に関する経済的情報、反作用可能性（骨抜きにされないかどうか）に関する情
報、副作用可能性（他の悪影響を生じさせないかどうか）に関する情報など意
思決定に必要な情報が共有されれば、合意形成が進むこととなろう。これらの
情報が関係者間で共有されていない不完全情報の状態を出発点と考えるために、
合意形成プロセスに意味が生まれることとなる。
　このため意味ある合意形成プロセスが行われることが、バックキャスティン
グ型の政策形成に当たって鍵となる。このような合意形成プロセスを企画し、
運営する専門家としてのファシリテータの育成も急務となる12。
⑶　現下の社会的な状況の中での公共学の役割――新しい対立軸の形成
　人口減少社会に突入する中で、成長を前提としたさまざまな社会制度を緊急
になおかつ大きく見直さなければならない状況にある。従来の考え方の延長線
上に未来を描くのではなく、今後、どのような未来に向かっていくべきかを熟
議しつつ、政策の方向性を決めればならない時代にさしかかっているのである。
まさに、「公共学」が求められている状況にある。
　この中で、公共学は、熟議に供するための新しい対立軸の形成という役割を
担っているのではないか。
12 千葉大学法経学部では、倉阪が担当教員となって、2004 年度から「演習・ファシ
リテータ入門」を開講し、2011 年度から「政策・合意形成入門」という講義科目に
発展させている。
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　まず、「成長」vs、「持続」という対立軸を挙げることができる。従来は、対
前年度比でみた経済的付加価値が増加することを経済運営の主たる指標として
きた。しかし、人口減少社会は、財やサービスに対する需要の総和が対前年比
で必ず増加するという社会ではない。このため、GDP に代わる経済運営の指
標が求められることとなろう。このとき「成長」に対峙する概念が「持続」で
ある。では、何を「持続」させれば良いのだろうか。それは何で測るのだろうか。
　「成長」vs、「持続」の対立軸は、「短期」vs、「長期」、もしくは、「フロー」
vs、「ストック」という対立軸を内包している。暮らしを支える各種資本ス
トックが長期的に持続しないと、生活の持続可能性は確保できない。対前年比
といった短期的視野ではなく、10 年、20 年といった長期的な視野に立って政
策を進めることが求められよう。また、どれだけ財・サービスを生み出したの
かという「フロー」を重視するのではなく、フローを生み出す能力の源泉とし
ての各種資本の「ストック」を重視することとなろう。
　各種資本ストックは、地域に分散して存在している。ストックのあり方は地
域によって異なる。このため、ストックの維持を考える場合、どうしても分散
的な管理が必要となる。このため、「集中」vs、「分散」という対立軸が立ち現
れる。これは、政治体制の「中央集権」vs、「地方分権」につながる。
　また、政府による「公助」に対応する概念として、「自助」vs、「共助」、つまり、
「市場」vs、「コミュニティ」という対立軸も存在する。市場メカニズムによっ
て供給される財・サービスを用いた「自助」を重視するか、コミュニティを通
じた助け合い、つまり「共助」を重視するかという対立軸である。
　人口減少・環境制約下の経済社会にさしかかる中で、公共学には、以上のよ
うな新しい対立軸を設定し、従来とは異なる未来のあり方を見せることによっ
て、社会的な議論を喚起するという社会的課題が与えられている。実は、こ
のことが 10 年前の 21 世紀 COE プロジェクトの問題意識でもあったのである。
今後、これまでの 10 年間の取り組みを土台として、社会的にインパクトのあ
る活動がさまざまに行われ、その成果が『公共研究』で報告されることを期待
したい。
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